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テナントの異動に関するお知らせ 
 
本投資法人の保有する東池袋センタービルについて、下記のとおりテナントの異動があります

ので、お知らせいたします。 
本件は、有価証券上場規程第 1213 条第 3 項第 1 号 b および同施行規則第 1229 条第 1 項第 17

号の規定に基づき、当該貸借が解消されることとなる予定日の属する営業期間の開始の日から 3
年以内に開始する各特定営業期間(注 1)のいずれかにおいて、当該貸借が解消されることによる

経常利益の減少見込額が直前営業期間の経常利益(注 2)の 30%に相当する額以上であること、か

つ当該貸借が解消されることによる当期純利益の減少見込額が直前営業期間の当期純利益(注 3)
の 30%に相当する額以上であることより、開示を行うものです。 
尚、本投資法人は平成 26 年 4 月 24 日の上場以前において、私募による運用を行っており、直

前営業期間（平成 24 年 7 月 1 日～25 年 6 月 30 日）の営業収益、経常利益及び当期純利益につ

いては、上場後の運用状況の予想値と比較して極めて少額となっております。 
 

(注 1) 本投資法人の営業期間は平成 26 年 12 月期以降、6 ヶ月に変更となるため、連続する 2 営業

期間をいいます。 
(注 2) 直前営業期間(平成 25 年 6 月期)の経常利益は 18 百万円です。 
(注 3)  直前営業期間(平成 25 年 6 月期)の当期純利益は 11 百万円です。 

 
記 

1. 賃貸借の解消に至る経緯 
下記 2.記載の賃貸借契約に関し、テナントより解約意向の申し入れがあり、賃貸借契約の

解約通知を受領いたしました。 
 
2. 解消する賃貸借契約の概要 

(a) テ ナ ン ト 名 ：非開示(注 1) 
(b) 入 居 物 件 名 ：東池袋センタービル 
(c) 賃 貸 面 積 ：510.50 ㎡ 
(d) 本投資法人の総賃貸可能面積に占める割合 ：0.6% 
(e) 月 額 賃 料 等 ：非開示(注 2) 
(f) 敷 金 ・ 保 証 金 等 ：非開示(注 3) 
(g) 賃 貸 借 契 約 解 約 日 ：平成 26 年 12 月 31 日 
 
 
(注 1) テナントより名称の開示について承諾を得られていないことから非開示としています。 
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(注 2)  テナントより月額賃料等の開示について承諾を得られていないことから非開示としていま

す。 
(注 3)  テナントより敷金・保証金等の開示について承諾を得られていないことから非開示として

います。 
(注 4) 平成 26 年 5 月末現在の本物件の総賃貸可能面積：4,219.65 ㎡ 
(注 5) 平成 26 年 5 月末現在の本投資法人の総賃貸可能面積：89,829.89 ㎡ 

 
3. 今後の見通し 

上記テナントとの賃貸借契約の解約日は、平成 26 年 12 月 31 日のため、平成 26 年 4 月 24
日付の「平成 26 年 6 月期及び平成 26 年 12 月期の運用状況予想に関するお知らせ」で公表し

た平成 26 年 6 月期（平成 25 年 7 月 1 日～平成 26 年 6 月 30 日）および平成 26 年 12 月期（平

成 26 年 7 月 1 日～平成 26 年 12 月 31 日）の運用状況の見通しへの影響はなく、運用状況の

予想の修正はありません。 
以上 

※本投資法人のホームページアドレス：http://www.nippon-reit.com/ 


